
様式第二十五号の十四（第十九条の七、第二十条、第二十一条の二関係）

建設業法第27条の26第２項の規定により、経営規模等評価の申請をします。
建設業法第27条の28の規定により、経営規模等評価の再審査の申立をします。
建設業法第27条の29第１項の規定により、総合評定値の請求をします。

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。
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１．〔20001帳票〕の記載例及び記載要領
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再審査の直前に受けた経営事項審査結果通知書の発行年月日を記入

上記のとおり記入する。

結果通知書の「行政庁記入欄」の数値を記入する。


